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番号

146,068,151 137,349,979
ほか復興庁一括計上分1,068,490 

＜1,256,860,493＞ ＜1,289,924,478＞
ほか復興庁一括計上分＜5,654,849＞

146,546,904 138,292,550
ほか復興庁一括計上分 1,068,490 

＜1,258,300,099＞ ＜1,290,130,459＞
ほか復興庁一括計上分＜5,654,849＞

119,785,692

ほか復興庁一括計上分 0 

＜38,654,544＞ ＜△46,824,161＞
ほか復興庁一括計上分＜0＞

△ 38,988,277
△ 3,023,423 20,383,138

ほか復興庁一括計上分 0 

＜5,039,790＞ ＜129,147,430＞ ＜0＞
ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜317,935,361＞

147,594,766

実績

26年度概算要求額

17

政策評価調書（個別票１）

135,135,162

【政策ごとの予算額等】

125,281,320

＜1,272,116,075＞

115,460,887

＜1,207,807,190＞

ほか復興庁一括計上分1,449,998 ほか復興庁一括計上分 1,432,354 

政策名

予
算
の
状
況

＜1,366,839,372＞

評価方式大学などにおける教育研究の質の向上

ほか復興庁一括計上分＜1,060,713＞

23年度

22,299,705 2,448,525 0

24年度

ほか復興庁一括計上分1,068,490 

＜1,239,714,457＞

22年度 25年度

当 初 予 算 （ 千 円 ）

補 正 予 算 （ 千 円 ）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

127,270,622

23,638,807

ほか復興庁一括計上分＜5,654,849＞

計 （ 千 円 ）

執行額（千円）

ほか復興庁一括計上分＜4,404,646＞

＜1,162,912,759＞

【評価結果を踏まえた施策への反映方針】
○達成目標１
順調に進捗しており、国公私立大学を通じた競争的な環境下で、大学の組織的な教育改革に関する新たな取組や社会的要請に対応した取組を引き続
き支援することにより、教育の質の向上・保証を促すための重要な役割・機能を果たしている。また、更なる大学教育の質の保証と向上を促進する
ための一つとして、全学的に教育改革の基盤となる取組（教育情報の公開、ＧＰＡの導入　等）について、各大学に対し自主的な取組を促し、学長
のリーダーシップの下、特色ある教育改革を実施する取組を支援する事業の実施について検討を行っているところである。
○達成目標2
着実に進捗しているが、成果指標について実績値の把握に努めるとともに、今後の更なる充実を図るため、達成手段に掲げる事業のフォローアップ
や評価等を行いつつ、ＲＡ経費の補助やコースワークから研究指導へ有機的につながりを持った体系的な博士課程教育の構築支援等の取組を通じ、
国際的に卓越した教育研究拠点の形成及び大学院教育の実質化を推進する。
○達成目標3

＜1,214,605,765＞

＜△190,810,446＞

政策評価結果の概算要求

＜1,361,165,744＞

117,123,635



別紙（10－3）
順調に推移しているが、各事業の一層の充実のため、中間評価や事後評価、各種フォローアップを適切に行い、これら結果を目標の達成に資する取
組に活用する。施策の立案にあたっては、当該施策の目標の達成のための具体的な方法・取組について、各採択大学が個別の戦略や工夫に応じた形
で裁量を持って実施できるような要件を設定する。徹底した国際化を断行する大学を重点支援する「スーパーグローバル大学」等、施策の立案に際
しては、大学の国際化が日本人学生のグローバル化にどのように波及しているのかが把握できるように、適切な調査・措置等を講じる。
○達成目標4
引き続き大学設置認可及び認証評価について制度の適切な運用を図る。また、大学の設置前及び設置後を通じた大学の質の保証に係る方策の在り方
について、質保証に関係するシステム（設置基準、設置認可、認証評価等）間の相互の連携も含めて、大学設置・学校法人審議会および中央教育審
議会において検討し、結論の得られたものから制度改正等に取り組む。
○達成目標5
　被災した学生に対する修学支援や、被災地域の復興のための関係大学の取組への支援等、関係事業の推進に引き続き取り組んでいく。

への反映状況



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2 一般 文部科学本省 -448,035

● 3
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 4

◆ 1 一般 文部科学本省

◆ 2 一般 文部科学本省

◆ 3 一般 文部科学本省

◆ 4
東日本大震
災復興特別

復興庁

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 5 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 6
東日本大震
災復興特別

復興庁 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 7
東日本大震
災復興特別

復興庁 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 8
東日本大震
災復興特別

文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 大学などにおける教育研究の質の向上 17

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
25年度

当初予算額
26年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

高等教育振興費 大学における教育研究拠点の形成等に必要な経費 30,964,142 25,459,888

高等教育振興費 大学等における教育改革に必要な経費 34,829,078 58,064,122

教育・科学技術等復興政策費 大学等における教育改革に必要な経費 1,399,000 1,399,000

小計
67,192,220 84,923,010

-448,035
の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

独立行政法人大学評価・学位授与機
構運営費

独立行政法人大学評価・学位授与機構運営費交付金に必
要な経費

1,194,591 1,416,417

独立行政法人国立高等専門学校機構
運営費

独立行政法人国立高等専門学校機構運営費交付金に必要
な経費

57,999,881 62,351,353

独立行政法人国立大学財務・経営セ
ンター運営費

独立行政法人国立大学財務・経営センター運営費交付金
に必要な経費

293,628 302,986

東日本大震災復興独立行政法人国立
高等専門学校機構運営費

東日本大震災復興に係る独立行政法人国立高等専門学校
機構運営費交付金に必要な経費

50,998 33,354

小計
59,539,098 64,104,110

の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計 の内数 の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人国立高等専門学校機構
施設整備費

独立行政法人国立高等専門学校機構施設整備に必要な経
費

825,616 2,855,777

国立大学法人施設整備費 国立大学法人施設整備に必要な経費 48,777,228 106,691,946

国立大学法人施設整備費 国立大学法人研究施設整備に必要な経費 5,324,195 10,500,988

国立大学法人船舶建造費 国立大学法人船舶建造に必要な経費 3,229,000 3,216,022

国立大学法人運営費 国立大学法人運営費交付金に必要な経費 1,079,186,080 1,140,983,982

防災対策等推進東日本大震災復興特
別会計へ繰入

国立大学法人施設整備費の財源の東日本大震災復興特別
会計へ繰入れに必要な経費

12,785,320

東日本大震災復興国立大学法人運営
費

東日本大震災復興に係る国立大学法人運営費交付金に必
要な経費

1,060,713 705,146

東日本大震災復興国立大学法人施設
整備費

国立大学法人施設整備に必要な経費 3,699,500

国立大学法人施設整備費 国立大学法人施設整備に必要な経費 12,785,320 7,867,360

＜1,163,973,472＞ の内数 ＜1,276,520,721＞ の内数

合計
126,731,318 149,027,120

-448,035
＜1,163,973,472＞ の内数 ＜1,276,520,721＞ の内数
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 17
（千円）

25年度
当初
予算額

26年度
概算要求額

増減

● 2 2,027,677 1,867,676 △ 160,001 △ 160,000

● 2 4,500,000 4,212,634 △ 287,366 △ 288,035

△ 448,035

政策評価調書（個別票3）

政策名 大学などにおける教育研究の質の向上

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容

産業界のニーズに対応した教
育改善・充実体制の整備事業

政策評価結果を踏まえ、人材養成に必要な予算を重点的に要求する一方、企業
等との連絡調整等の活動に係る経費等について経費縮減を図り、予算の減額要
求を行った。

グローバル人材育成推進事業
政策評価結果を踏まえ、物品費等の積算を見直すことにより経費削減を図り、
予算の減額要求を行った。

合計


